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第 4章では，福島第⼀原発事故に対する態度を検討した（目的 3）。宮城・東京の大学生 289 名
を対象にした質問紙調査より，認知的要因（原子力発電の性能・関係機関への信頼），感情的要
因（放射能汚染の恐怖）の 3因子を抽出した。原発への態度・復興活動への賛否は，感情的要因
のみが特徴付けることを明らかにした。 
第 5章では東日本大震災の復興活動に対する態度の地域差を検討した（目的 4）。宮城・東京・
神戸の，計 416 名の大学生を対象とした質問紙調査，激甚被災地・軽微被災地・遠方の非被災地
の，計 779名を対象としたインターネット調査の結果，地理的な近さが共感的態度に結びつくだ
けではなく，類似した災害の体験・歴史が共感的態度に結びついていることを明らかにした。 
第 6章では，海外から見た東日本大震災像を検討した（目的 5）。台湾（65名）・韓国（20名）
の社会人・大学生を対象に，留学生を介した面接調査を実施したところ，東日本大震災の被災者
の落ち着いた行動への驚嘆が顕著であり，概ね報道と一致する感想が得られた。 
第 7章では，以上の知見を集約し，東日本大震災の被害を日本全体がどう受け止めたかについ
ての俯瞰的考察を試みている。 
以上の研究知見は。東日本大震災の社会にもたらした影響を心理学的側面から描くものであ
り，将来の大災害の備えとなる，貴重な示唆を提供するものである。よって、本論文の提出者は
博士（文学）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。 
 
